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宇都宮市における空き家の特徴と発生要因
一宇都宮市空き家実態調査の結果から-
西山弘泰
要旨 本稿では，栃木県宇都宮市が行った空き家実態調査アンケート調査の分析を中心
に，空き家所有者の属性からみた空き家の特徴とその発生要因を明らかにした。これま
でも空き家に関する実証的な研究は多数行われてきたが 一部の狭い範闘を扱ったもの
が多かった。本稿は.50万人都市の市域全体に対する空き家の悉皆調査を資料として用
いた点に特徴がある。
栃木県宇都宮市の空き家率は全国の値と類似するが，賃貸用が多いのが特徴といえる。
空き家の分布は，特に都市化が早かった1970年の DID範囲に集中しており.1970年以
降に開発された郊外の大規模住宅地においては散見されるのみである。空き家はしばし
ば地域の住環境に外部不経済を及ぼすとして問題視されているが，現在のところ宇都宮
市においては大きな問題となっておらず，住環境に悪影響を及ぼすほど管理不全であっ
たり，腐朽破損状況が著しかったりする空券家は数えるほどである。
宇都宮市における空き家の発生要因はさまざまであるが，これまでも論じられている
ように固定資産税上の優遇措置が空き家の放置につながっていることが再確認された。
しかし空き家の放置は決して固定資産税の問題だけで説明できるものではなく，維持
費や解体費といった経済的な問題，所有者の高齢化などが複合的に絡み合った結果であ
る。また，貸家と考えらえる空き家が宇都宮市内にかなり多かった。これらの所有者は
農家や元農家であると思われるが，居住者の退去と老桁化に伴う新たな入居者の不在に
よって空き家になっていて，固定資産税対策や解体費不足のために放置きれていると推
察される。そのため十分な補修や管理が行われず. 1筒朽破損が目立つ空き家が多い。賃
貸住宅rfi場が縮小するなか，今後はこうした空き家も増加することが予怨されることか
ら，持ち家一戸建てだけではなくアパ}トや賃貸マンションを含め，空き家問題を議論
していくことが求められる。
キーワード宇都宮市，空き家，空き家実態調査，所有者，賃貸住宅
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1.はじめに
2010年以降，空き家に関する話題が，なかばブームのようにマスコミのみならず学術界でも
盛り上がりをみせている。全国的な空き家の概数を知ることができる手段として，総務省が5
年に一度実施している「住宅土地統計調査」がある。 2014年7月に公表された速報値によると，
全国の空き家率は13.8%と前回調査よりも 0.7%上昇した。そもそも住宅土地統計調査の「空
き家Jは「二次的利用J1賃貸用J1売却用J1その他」に分類されており，すべてがいわゆる空
き家問題を引き起こすような管理不全の空き家ではない。しかしながら，石坂・富永 (2014)
が指摘しているように，マスコミが視聴者の不安意識を煽るようなかたちで 17軒にl軒は空
き家である」とか， 1将来的に4軒にl軒は空き家になる」といった報道が，市民の不安をより
助長し，実態以上にクローズアップされてしまうことによって，社会的関心が高まっているの
が事実である。
空き家への関心の高まりから.近年空き家に関する学術研究も活発になっている。空き家に
関する研究は，当初高齢化や人口減少が著しい過疎地域や農山村地域が多かったが，近年では
大都市圏郊外を対象にしたものが多くなっている(由井ほか， 2014)。また，都市の中心部の密
集市街地においても，歴史的な住宅の活用策を論じたものが建築や都市計画の分野において進
んでいる。
特に近年の動きとして注目されるのは，自治体による空き家に関する条例の制定が相次いで
いることである。自治体による空き家関連の条例制定数は， 2012年ごろから急激に増加し，国
土交通省によると 2014年4月時点で355の自治体が空き家の適正管理や指導，撤去などを盛
り込んだ条例を制定し，うち234の自治体は2013年以降であるという。
自治体の条例制定に合わせて自治体による空き家実態調査が実施されていて，ウェブサイト
によって公表されている。たとえば，豊島区のように区内数か所の地域に絞って空き家調査を
行う事例がみられる(豊島区都市整備部住宅課， 2012)。
ここ 2年ほどの聞に自治体の範囲内すべての空き家を把握しようとするものが多くなってき
た。東京都青梅市は2012年から 13年にかけて，市内全戸の住宅を現地調査し，外観目視によ
る悉皆調査を行っている(青梅市生活安全部住宅課， 2013)。また，新潟県燕市では，自治会に
簡易的な空き家調査を依頼しその後市職員が空き家の判定作業を行うという方法をとってい
る(燕市都市整備部都市計画課， 2014)。さらに兵庫県明石市では，市が保有する水道栓の閉栓
のデータを使って空き家を絞り込み，その後調査員が目視によって空き家の判定を行うという
手法をとっている(明石市都市整備部建築安全課， 2014)。
2013年を前後して自治体による空き家実態調査が相次いでいるのは，空き家に関する関心が
高まったことで自治体が対応を余儀なくされているということだけではない。国土交通省が
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2012年6月に「地方公共団体向け空家調査の手引きJO)を自治体向けに公表し，自治体が空き家
実態調査を実施しやすくなったというのが空き家調査増加の背景にあると考えられる。
以上のように，空き家に関する条例の増加とともに，それに付随して空き家実態調査が各自
治体で行われている。しかしながら，上記を含めた空き家実態調査の多くは，空き家の分布を
単純に示しただけのものが多く，住民属性などの地域特性と関連付けた分析は不十分で，空き
家発生のメカニズムなどは十分に明らかになっていない。また，多くの空き家実態調査では空
き家所有者へのアンケート調査も実施しているが，回答結果の単純集計に終わっているものが
多く，分析が不十分なものがほとんどである。
そこで本研究では.2013年に栃木県宇都宮市が行った「空き家実態調査」を利用し，空き家
やその所有者の特徴から空き家の発生要因を明らかにする。なお，本調査は宇都宮市が2014
年3月に制定した「宇都宮市空き家等の適正管理及び有効活用に関する条例」に先駆けて行わ
れたものである。また.r空き家実態調査」のデータの集計や分析は，筆者が2014年3月まで
所属していた宇都宮市総合政策部政策審議室うつのみや市政研究センター在籍時に行ったもの
である。
2.研究方法
本研究の主な資料となる宇都宮市空き家実態調査は主に三つの段階に分けることができる。
はじめに市水道局が所有している水道栓の閉栓データと家屋台帳をGIS上で重ね合わせ，居
宅(2)と水道栓の閉栓箇所が合致した場合，その居宅を暫定的に空き家(仮)とした。その結果，
市内全域において8.119箇所が抽出された。
次に水道栓閉栓データと家屋台帳デ}タによって抽出された空き家と 8.119戸の空き家(仮)
について.2013年5月から 6月にかけて，調査員による現地調査を行った。現地調査の過程で
空き家と疑われる 509戸が追加され，最終的に8.628箇所が調査の対象となり，それらを「空
き家等判別基準J(宇都宮市作成)に基づき調査した結果.4.635戸が空き家として認定された。
現地調査では，上記の判別基準に基づいて，建物の腐朽破損状況(建物全体，外壁，屋根，窓
ガラス，出入り口の状況).対象物の構造(表札，木造，非木造，階数).敷地の状況(雑草・
樹木，塀，郵便ポストの状況等).その他周辺環境(接道状況，売却・賃貸募集看板の有無等)
について外観目視により調査を行った。建物の腐朽破損状況については状態の良いものから
A判定(売物件や入居者募集の状態(看板広告がある)になっているものに B判定(建物に目
立った腐朽破損はないが，空き家の状態となっており，区分Aに該当しないもの).c判定(外
壁や屋根，窓・玄関に腐朽破損が認められるが，緊迫性までは認められないもの).D判定(建
物の傾きが著しく，倒壊の恐れがあるもの。また，外壁や屋根，窓・玄関の腐朽破損程度によ
り，緊迫性が認められるもの。)A-D以外のもの(建物の腐朽破損は無いが，空き家だと思わ
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れるもの)の5つに分類した。
最後に空き家と認定された4.635戸の所有者と所有者の住所を登記簿によって特定し，郵送
によるアンケート調査を行った。アンケートは腐朽破損度がBから D判定だった空き家で，
かっ法人や海外居住者，住所の特定ができなかったものを除き，最終的に1.511世帯に郵送し
た。その結果.914世帯 (62.4%)から回答を得た。アンケートは全12問で，最後に空き家に
関する市への要望や困りごとなどを自由に記述できるようになっている。質問内容は「所有者
の属性Jr空き家になった時期」ゃ「土地の所有形態Jr管理状況やその困りごとJr空き家の利
用意向Jr市への要望」である。
3.宇都宮市における空き家の概況
(1)宇都宮市の概要
栃木県宇都宮市は，関東平野の北部，東京から北方約100kmに位置する人口511.739人(2010
年国勢調査)の中核市である。東北新幹線を利用すると，宇都宮駅から東京駅まで50分程度で
アクセスできるため，東京都への通勤者も多いへ宇都宮市の中心市街地ωは，おおむねJR宇
都宮駅と東武宇都宮駅の聞となっている。市塙の大部分が平野や緩やかな丘陵地であることか
ら地形の制約を受けにくく.市街地は中心市街地から北西，北東，南西，南東の4方向に広がっ
ている(第l図)。
宇都宮市の市街地の拡大は1970年前後から顕著となる。その契機となったのが宇都宮工業
団地 (1966年造成完了)と清原工業団地 (1976年造成完了)の造成による事業所の誘致である
(第l図)。特に，清原工業団地は総面積387.6ha.従業者数30.226人 (2012年)を誇る圏内最
大規模の内陸工業団地であり，大手の食品や精密機器，医薬品メーカーなどが事業所を構えて
いる(宇都宮市.1992;一般社団法人清原工業団地総合管理協会HP)。
工業団地の造成とともに宇都宮市では郊外における道路交通の充実も図られている。第 1図
に示されているように，南北には東北自動車道，国道4号線，新国道4号線が縦貫している。
また，中心部から十数本の放射道路が延び，それらを宇都宮環状線が結んでいる。特に宇都宮
環状線は，宇都宮市の自動車交通を支える大動脈として大きな役割を果たしている。また，宇
都宮環状線の沿道には，スーパーマーケットなどのロードサイド型の庖舗が多数立地しており，
宇都宮市民の生活を支える重要なインフラとなっている(西山.2013a)。
宇都宮市における都市基盤整備の充実と時を同じくして 1960年代後半から郊外において住
宅地開発も活発化する。特に市北西部の正陵地を中心に数十から数百haにもおよぶ大規模な
住宅地がいくつも開発され市街地が拡大するとともに，人口の郊外拡散が1970年から 80年代
にかけて一気に進んだ(西山.2013b)。一方で，中心市街地の人口は1999年から 2009年まで
の10年間に8.722人から7.966人まで減少している。また.1996年から 2006年までの中心市
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街地における公的施設や民間の事業所も減少もしくは横ばいであり，郊外の比率が相対的に増
加する傾向が続いている(宇都宮市総合政策部地域政策課.2010)。
このように宇都宮市内では雇用の場が生まれると同時に道路交通の整備によって郊外には大
規模な住宅地がいくつも造成され，市街地が郊外へと広がった。また中心市街地では事業所の
郊外移転や撤退，高齢化や人口減少が顕著となり，地方都市にみられる人口のドーナツ化が問
題となっている。
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2008年の住宅土地統計調査によると，宇都宮市の空き家は31.930戸，総住宅戸数に占める
割合は 13.8%であった(第2図)。空き家の割合は，全国や関東大都市圏よりも高い値となる
が，用途別に分けてみると「賃貸用jは68.4%(21，840戸)と多いのに対し.rその他」は24.2%
(7.740戸)に過ぎない。米山 (2012)が「外部不経済の問題は 『その他』に分類される空き家
において，深刻な問題になると考えられるjと指摘していることからも，宇都宮市では空き家
が放置されることによって発生する諸問題(5)(以下，空き家問題)は，データ上それほど深刻と
までは言えない。
第3図は宇都宮市全域の空き家の分布を示したものである。黒い点が一つ一つの空き家の分
布地点であるが，おおむね市街化区域全体に万遍なく広がっているような印象を受ける。そこ
で空き家の分布を 4次メッシュ (500mメッシュ)に加工したものを付記してみた。さらに宇
都宮市の市街地が急拡大をはじめる前の 1970年の市街地(1970年DID)を重ねてみたところ，
空き家が多く分布するメッシュの範囲と当範囲がほぼ一致した。
宇都宮市における空き家が多い地域を分類すると以下の3つにわけることができる。第一に
戦前に都市化した旧市街地である。これらの地域では狭隆道路が多く再建築が難しい住宅が多
いことから空き家が増加している(西山.2014)。また，同地域は高齢化率が高いため，居住者
の死亡や転居によって空き家が増加していることも考えられる。
第二に大規模な工場や工業団地周辺である。戦時中，宇都宮市には中島飛行機側(現富士重
工業側)を中心とする疎開工場が立地した(宇都宮市.1992)。また先述のように戦後，市東部
には大規模な工業団地が立地した。それらの周辺には従業員やその家族のために住宅が建設さ
れ，時間の経過とともに空き家となり，数も増えている。
宇都宮市
(13.8%) 
栃木県
(15.0%) 
関東大都市圏
(11. 3%) 
全国
(13.1%) 
0覧 20% 40首 60覧 80略 100略
・二次的住宅 目賃貸用 回売却用 ロその他
(2008年住宅土地統計調査より作成。なお，カッコ内の数値は空き家率)
第2図空き家の種類
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第三に高度経済成長期に開発された大規模住宅地である。宇都宮市北部に立地する A団地
は， 1960年代中ごろに建設された市内でも古い大規模住宅地であり，人口の高齢化とともに空
き家や空き区画が目立つている。また.その周辺には同時期に開発された中規模の住宅地がい
くつか立地しているが， A団地と同様に高齢化が進み空き家が増加している。
一方，市北部や東部に孤島のように分布している市街化区域は 1970年以降に造成された大
規模住宅地である。こうした地域の空き家は 1970年DID内に比べると少ない。
2)空き家の腐朽破損状況
国土交通省が2012年に自治体を対象に行った「空き家の有効活用等の促進に関するアンケー
ト調査」によると，管理水準の低下した空き家や空き庖舗が周辺に与える影響として， r風景・
景観の悪化Jr防災・防犯機能の低下Jrゴミなどの不法投棄等を誘発Jr火災の発生を誘発」が
突出して多い。また，近年増加している空き家に関連した条例においても，家屋の適正管理を
条例の中心に据える自治体が多い。このことからも空き家問題の中心は空き家がそのまま放置
され，腐朽破損が進み，結果として地域の安心・安全，住環境を損なうことである。
宇都宮市における空き家の腐朽破損状況を示す前に，水道栓の閉栓時期のデータから，空き
家の期聞をみてみたい。水道栓の閉栓が空き家になった時期と仮定すると，空き家状態が5年
未満のものが2，996戸 (64.6%)でもっとも多かった。 2年未満のものに絞っても 1，618戸
(34.9%)と全体の3分の lを占めている。逆に 10年以上経過したものは649戸 (14.0%)と
少なかった。この結果から，宇都宮市においては長い間空き家となっているものが少ないこと
がわかる。
次に宇都宮市における空き家の腐朽破損状況をみていく。 D判定(建物の傾きが著しく，倒
壊の恐れがあるもの)だった空き家は247件 (5.3%)であった。 C判定(外壁や屋根，窓・玄
関に腐朽破損が認められるが，緊迫性までは認められないもの)を含めると 1，404戸でA判定，
B判定が大半という結果となった。空き家の建築年代と腐朽破損状況の関係を示したものが第
4図である。古い住宅ほどC，D判定が多くなるが，特に 1974年以前と 1975年以降で大きな
差がみられる。このような差が生じる要因については， 1965年から 1974年は宅地開発ブーム
を背景に住宅の粗製乱造が横行した時代であったことなどから，比較的低質な住宅が大量に供
給されたためではないかと考えられる。
第l表は2009年から 2012年までの聞に宇都宮市役所に寄せられた空き家に関する市民から
の苦情や相談件数とその内訳を示したものである。確かに，空き家問題が社会的に認知されは
じめた2012年ごろから相談件数が急増している。ところが2009年から 12年までを通して，
件数自体は年200件にも満たず，その内訳をみても「草木の繁茂」や「道路はみ出し」が大半
を占めている。筆者も相談があった空き家の状況の確認に同行したが，人的被害を及ぼすよう
な緊急性の高い空き家は確認できなかった。
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空き家の腐朽破損状況と建築年代第4図
宇都宮市における空き家の相談事案内訳
裂き家の状況
年度 件数 雑草繁 樹木繁 建物損 害虫 防犯
その
茂 茂 傷 他
2009 95 58 48 13 3 2 2 
2010 90 71 61 4 2 1 6 
2011 84 36 39 16 3 。 1 
雑草樹木繁茂
年度 件数 隣地は 道路は
建物損 蜂の巣 防犯
その
みだし みだし
傷 他
2012 181 42 69 21 4 20 32 
第1表
(宇都宮市資料より作成)
従来の集計項目とは異なる。注:2012年度途中から，相談受付の様式を変更したため，
また同ーの相談者からの重複がある。
マスコミなどで報道されるような「管理が不十分な危以上のように，宇都宮市の空き家は，
険な建物」というものは少なく，大きな問題となっているとは言い難い。そもそも空き家率と
いっても「賃貸用」か「その他」かによって意味合いは大きく変わるし，仮に「その他」の空
き家た、ったとしても，管理が不徹底なものや，倒壊などの危険が高いものはごく稀だと考えら
いわゆる「ゴミ屋敷」れる。また，修繕が施されておらず倒壊や損壊の危険性が高い住宅や，
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4.空き家所有者の属性からみる空き家の発生要因
(1)空き家の発生要因
1)空き家発生要因をめぐる議論
空き家は，居住者が転出または死亡することによって発生する。戦後日本の急激な都市化は，
ベビープーマーを中心とする多産世代が，経済成長を背景に 1960年代後半から 80年代にかけ
て持家を取得することによってもたらされた。ところが近年は，住宅取得層である若年層が減
少しているとともに，非婚化などの影響による持家を取得する世帯の減少によって住宅余剰と
なり，その結果空き家が増加している。またわが国の住宅システムは，いまだに「スクラップ・
アンド・ピルド」方式である。そのため人口が減っているにも関わらず新たな住宅が大量に供
給され続けていて，空き家の増加に拍車をかける要因になっている(平山.2011)。
こうした住宅の余剰は2009年に国土交通省が行った『空家実態調査報告』においても確認で
きる。当調査では空き家所有者に空き家になった原因を聞いているが. I別の住居へ転居した」
や「相続により取得したが入居していない」という回答が最も多かった。その2つの中でも「相
続により取得したが入居していないJという回答からは.I相続したが自らも持家を持っている
ので，住む必要がなく，活用方法がなくそのままになっている」といった状況がうかがえる。
空き家の発生については平山 (2011)が指摘する人口動態や住宅システムといったマクロな
要因が存在すると同時に，それに付随した個人や地域的な問題も指摘されている。久保ほか
(2013)では，聞き取り調査の結果から「空き家化が進む要因は，①高齢化や相続に関係する要
因，②経済的要因，③制度上の問題，④地域的課題，⑤その他に分類される」としている。
以上のように空き家発生や増加，さらには管理不全といった問題は，人口動態や住宅システ
ム，法制度などのマクロな問題と，それに付随して個人の経済問題や地域的課題などが複合的
に絡み合フて起こるといえ，こうした構造が空き家問題を複雑化させ，対応を困難にしている。
2)宇都宮市における空き家の発生要因
空き家所有者に空き家になったきっかけについて尋ねたところ. もっとも多かったのが「賃
借入等の入居者が退去した」であった。次いで「居住していた親族が亡くなったJI自分が別の
住居に転居したため」の順に多く，これまでも指摘されてきたように居住者の転居や死亡によっ
て空き家が発生していることがわかる(第5図)。しかしながら，空き家がしばしば問題視され
るのは，長期間にわたって空き家状態が続き，さらには放置され管理不全の状態になることで
ある。すなわち，なぜ長期にわたって空き家になっているのかということを明らかにすること
が重要となる。
長期的に空き家となる理由を宇都宮市空き家実態調査のアンケートからみていく。「空き家
について困っていることや感じていることはありますか」という質問に対して，住環境上の悪
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賃借入等の入居者が退去したため
居住していた親族が亡くなった
自分が別の住居に転居したため
自分が転勤等による長期不在のため
居住していた親族が転居した
売りに出しているが賢い手がつかない
自分が老人ホーム等高齢者施設に入居
たまにしか利用しないため
その他
空き家ではない
O 50 100 150 200 250 
(宇都宮市空き家実態調査アンケートより作成)
第5図空き家になったきっかけ
第 2表所有している空き家について困っていること
実数(人) 回答率(%)
不法侵入や放火がないか心配 281 44.5 
近所に迷惑をかけていないか心配 249 39.4 
貸したり売却したりする相手が見つからない 174 27.5 
遠方に住んでおり管理が難しい 147 23.3 
更地にすることで固定資産税が高〈なる 146 23.1 
掃除や草刈りをするにもお金がかかってしまう 138 21.8 
特に困っていることはない 126 19.9 
取り壊したいが費用が不足している 119 18.8 
リフォームをしたいが費用が不足している 63 10.0 
誰に相談したらいいかわからない 44 7.0 
できれば管理を誰かに任せたいと思っている 34 5.4 
家屋や土地の権利問題が解決できない 23 3.6 
法的規制等により建替えができない 18 I 2.8 
その他 60 I 9.5 
(宇都宮市空き家実態調査アンケートより作成)
注:複数問答
影響を懸念するものが目立って多い(第2表)。
一方， I遠方に住んでおり管理が難しい」といった管理上の手間や， I更地にすることで固定
資産税が高くなるJI掃除や草刈りをするにもお金がかかってしまうJI取り壊したいが費用が
不足している」といった労力や経済上の負担をあげているものも多い。特にここで注目すべき
点は，経済的な問題である。
遠方に居住していて管理を代行してくれる親族や知り合いがいない，または体力的・時間的
に所有者自らが空き家を管理できないなどといった場合，空き家管理を代行する業者に管理を
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委託するほかない。近年，空き家の増加や空き家の管理が問題となり，不動産業者や建設業者，
警備会社等が空き家管理代行サーピスを全国各地で提供しはじめているへとはいうものの，
価格は地方都市で月 5.000円から 10.000円，大都市部だと 10.000円以上と負担が大きいへ
さらに家屋の修繕や除草，樹木の弗定などを加えると負担はさらに増すことになる。
またアンケートで多かった「不法侵入や放火がないか心配」や「近所に迷惑をかvけていない
か心配」といった問題は，空き家を解体して更地にすればある程度解決するが，解体するとい
うことになるとその費用が大きな負担になる。アンケートの最後に自由記述欄を設けてある
が，その中で取り壊し費用の捻出に苦慮していることや，自治体による取り壊し費用の助成を
訴える意見が多い。
解体費用の捻出が空き家の放置につながっているとして，老朽化した空き家の解体に補助を
設けている自治体もある。例えば呉市では倒壊や外装材等の落下の危険性があり，倒壊等が起
こった場合に近隣および道路等に大きな損害を及ぽす危険性がある建築物を対象に上限30万
円の補助を行っている(篠部・宮地.2013)。しかし，毎日新聞の調べでは，撤去費用の補助を
実施しているのは，空き家関連の条例を制定している 317自治体のうち.96自治体にとどまっ
ている(毎日新聞2014年9月21日朝刊)。同紙によると自治体の中には補助金が撤去を促す
効果を評価する自治体がある一方で，公金を個人の所有物の処分に充てることに対するためら
いや，所有者が補助金の対象となるまで空き家を放置しておくといったモラルハザ}ドを懸念
する自治体もあるという。
解体費の問題以上に空き家放置の元凶とされているのが固定資産税による優遇措置である。
これは200m2未満の小規模宅地において住宅が建っていれば，土地の固定資産税評価額が6分
の1(8)になるというものである。空き家の解体が費用面で可能であったとしても，更地になる
ことによって固定資産税の減額措置がなくなってしまう。そのため所有者は税負担の増大を
嫌って空き家の放置を選択する。こうした指摘はこれまでも繰り返しなされてきたが，法改正
を含めた早期の対応が求められる。
宇都宮市空き家実態調査アンケートにおいても.23.1%が「更地にすることで固定資産税が
高くなる」とこを困りごととしてあげている。また，アンケートの自由記述欄にも.r更地にし
た時の税金免除をお願いしたい。空き家を壊したくても税金が高くなるのでは費用がかきんで
実行できないJ(40代会社員).r取り壊すと固定資産税が年間 10万円以上高くなるとのことで
すので，壊すにも壊せない状況ですJ(70歳以上無職)などという意見がかなり多く，固定資産
税の減額措置が空き家撤去という選択に踏み切れない主因になっている。
以上のように宇都宮市においては従来から指摘されていた固定資産税の優遇措置が空き家の
放置に影響を与えている。加えて，解体費や管理費といったように空き家に対して何らかの対
応をする際の費用が空き家所有者の悩みとなっている。
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1)居住地
宇都宮市における空き家の特徴と発生要因
空き家実態調査の所有者情報を利用し，空き家所有者の居住地を第3表よりみていく。第3
表の結果では2，736戸 (59.0%)は宇都宮市であったへこの結果から所有者の多くは空き家
からそれほど遠方に居住していないことがわかる。なお，関東は東京都，神奈川県，埼玉県が
ほとんどであった。
空き家所有者の居住地と空き家の腐朽破損状況の関係を示したものが第3表である。腐朽破
損が進んでいる C判定やD判定の空き家数は，宇都宮市が908戸と最多で，割合でみても
33.0%と二番目に高かった。一方，中部や関西以西，海外より遠方に居住する所有者はむしろ
C ・D判定が少なかった。空き家所有者の居住地と腐朽破損状況の関係では居住地が遠くなる
にしたがって腐朽破損状況が良くなるという傾向がみられる。これまで空き家が放置される要
因として，相続者である第二世代が遠方に転出することによって管理が不十分となることが久
保ほか (2013)等でも指摘されてきたが，宇都宮市における空き家は，この指摘は当てはまら
なかった。
2)年齢・職業
前述のように，空き家の所有にはそれを維持するための費用や労力が必要になってくる。第
4表に空き家所有者の年齢と職業を示した。所有者の大半は60歳以上であり 70歳以上が最も
多くなっている。それを反映して，職業も無職(年金受給者など)が最多であった。また，空
き家の腐朽破損状況と年齢の関係をみると C，D判定が最も多かったのは， 70歳以上のグルー
プであった。また，同様に腐朽破損状況と職業の関係でも無職(年金受給者など)のグループ
が最も多かった(10)。このように空き家所有者に高齢・無職が多かった背景として以下の2点が
第3表空き家所有者の居住地と腐朽破損状況の関係
A B C D 不明 総数
CとDの
割合(0/0) 
宇都宮市 91 1，721 742 162 20 2，736 33.0 
栃木県 13 136 42 12 203 26.6 
関 東 16 300 65 18 1 400 20.8 
東北・北海道 3 10 6 1 20 35.0 
中 部 2 19 5 26 19.2 
近畿以西 2 41 2 45 4.4 
海 外 3 60 3 1 67 4.5 
不 明 44 734 292 54 14 1，138 30.4 
総 数 174 3，021 1，157 247 36 4，635 
(宇都宮市空き家実態調査より作成)
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第4表空き家所有者の年齢と職業
アノレパ 無職(年
自営業 会社員 公務員 イト・パ 金受給 不明 総数
ート 者など)
39歳未満 5 5 1 1 2 1 15 
40-49歳 6 30 1 3 2 2 44 
50-59歳 10 28 4 2 7 8 54 
60-69歳 38 42 8 13 108 12 216 
70歳以上 34 3 3 217 13 270 
不 明 12 30 7 2 7 257 315 
総 数 L~05 138 16 24 343 288 914 
(宇都宮市空き家実態調査アンケートより作成)
指摘できる。
第一に高齢による管理意識や管理能力の低下である。「夫の死亡後7年になりますが，膝関
節(両膝共)が悪く介護です。更地以前に室内の整理がされておらず，家具など自分一人での
処分に無理があるJ(70成以上無職)， r高齢 (86歳)の為片付ける気力もなくただそのままに
なっているJ(70歳以上無職)と記されているように，高齢や病気，その他身体的理由によって
空き家の処分が進まないケースもみられる。自由記述の中には，所有者の子どもが記入してい
るものもあり， r親が亡くなるまでは家を処分できない」というものもみられた。また， r私の
亡き後子供がどうにかすると思いますJ(70歳以上無職)という記述からは，自らが空き家の処
分を行うことは考えていない様子がうかがえる。
第二に空き家を維持管理する金銭的な余裕がない世帯の存在が指摘できるo2013年の家計
調査によると 60歳以上・無職世帯の平均貯蓄残高は2.000万円を超えてはいるが，高齢・無職
の所有者の中には空き家を管理したり取り壊したりするだけの十分な貯蓄や収入がなく，空き
家を放置しているケースも少なくないと考えられる。さらには「自分も病気の為何もできない。
また生活保護を受けているのでどうする事もできないJ(60-69歳無職)や「家を壊すお金はあ
りません。弟も平成20年に脳出血で倒れて母の年金で2人の生活は苦しいくらいですJ(年齢
職業不詳)というように，高齢や病気が原因で金銭的に余裕がない状況となって「空き家の処
分どころではない」といった回答もみられた。
(3)空き家の利用形態
第5図をみると空き家になった理由として最も多かったのが「賃借入等の入居者が退去した
ため」で、あった。つまり，この結果から空き家に占める一戸建ての賃貸住宅(以下，貸家)の
割合がかなり高いことがわかる。
広島県呉市の郊外住宅地の空き家を調査した由井ほか (20l4)では，空き家になった理由を
調査対象地域住民への聞き取りから明らかにしている。その回答として「所有者の死去Jが最
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第5表空き家所有者一人あたりの空き家所有数
一人の所有者が宇都宮市内 所有者数 戸数に所有する空き家数
1 2，599 2，599 
2 190 380 
3 50 150 
4 26 104 
5 18 90 
6 8 48 
7 3 21 
8 4 32 
9 1 9 
10 1 10 
11 1 11 
12 1 12 
13 1 13 
22 1 22 
所有者不明 1，134 
総 数 4，635 
(宇都宮市空き家実態調資アンケー トより作成)
も多く， I別の家を購入などで転出JI入院・老人ホーム入居」と続いた。宇都宮市空き家実態
調査と由井ほかの結果を比較すると，後者には「賃借入等の入居者が退去したため」が含まれ
ていなかった。この理由は，前者が市内すべてのエリアの空き家を調査対象にしているのに対
し後者は持家が大多数を占める大規模開発の住宅地を対象にしているためである。また調査
方法上「賃借入等の入居者が退去したため」という選択肢をそもそも設けることができなかっ
たことも理由の一つである O
第5図の空き家になった理由別に空き家の腐朽破損状況を確認した。空き家になった理由が
「賃借入等の入居者が退去したため」と回答した空き家の4l.2%がC判定， D判定のどちらか
であり，他の理由(1)よりも C判定， D判定の割合が高かった。さらにこれらの空き家は築年数
が経過したものが多く， 58.8%が築40年以上経過していた。
個人情報等のデータの制約上 具体的な地域を取り上げることはできないが，例えば宇都宮
市東部の空き家が多い地域では，数戸連なった空き家群が多くみられる。しかも連担して空き
家になっているものは所有者名が同じである場合が大半であった。また空き家実態調査の現地
調査時に撮影した個々の空き家の写真を確認すると，そのほとんどは平屋で，いかにも一戸建
ての貸家といった住宅である。同じように，市北西部においても同様の状態を確認することが
できた。これらの空き家の所有者は，農家や元農家であると考えられ， 1970年前後の住宅需要
が旺盛な時期に，節税や転業，農外収入を得るために建設したものがほとんどであると思われ
る。
第5表は一人の空き家所有者が宇都宮市内に何戸空き家を所有しているかを示したものであ
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る。一戸の所有がほとんどであるが，複数所有している者も 305人と少なくない。また，複数
所有の空き家戸数は902戸で，所有者がわからない1，134戸を除く全空き家の25.8%を占めて
いる。複数所有者すべてが貸家であるとは言えないが，第5図からもわかるように貸家が宇都
宮市の空き家のかなりの量を占めていることが指摘できる。
「賃借入等の入居者が退去したため」と回答した空き家所有者の自由記述のなかからは， 13 
軒貸家(同じ敷地)になっており， 1軒はまだ入っています。 3軒とも空いたら取り壊して駐車
場にでもしたいと思っていますが現在は2つ空いたままの状態です。もうかなり古いのでリ
フォームしでも入らないと思われるので何もしていませんJ(70歳以上無職)や「同敷地内の5
棟中2棟を賃貸している。住居している人が退去するまでは現状維持の予定J(70歳以上職業
不詳)と記されている。この記述からは，貸家数棟のうち一棟でも入居者がいると取り壊して
売却や建て替えなど他の用途に変更ができず，そのままにしているという状況がうかがえる。
また， 1空き家が7軒あり，環境悪化も心配で，以前より取り壊しを計画しております。相当の
費用が必要ですが(見積済)調達に昔蔵しておりますJ(70歳以上自営業)という'ように，棟数
が多くなるとそれだけ取り壊し費用が高額になり，その費用の捻出が難しいという記載もみら
れた。
以上の自由記述からは，築年数が経過し，居住者が一世帯また一世帯と退去する中で，空き
家となったものは積極的な入居者募集を行うことなくそのままになっているという様子がうか
がえる。このように空き家が数戸から数十戸単位で分布している場合，今後より空き家の傷み
が激しくなり，地域の住環境に悪影響を及ぼすことが懸念される。
以上，これまでの空き家に関する調査は大規模開発の住宅地が中心となり，持家戸建の空き
家が主な対象になっていたため，空き家の全体像をとらえきれていなかった。米山 (2012)は
「売却用J1賃貸用」の空き家に関して「貸し手・借り手がつかない場合でも，貸し手・借り手
がそれによって不利益を被るにとどまっている限りにおいては，空き家が増えること自体が問
題とはいえない」としているが，宇都宮市の事例からは賃貸の一戸建て住宅が空き家の数を大
きく押し上げている。そしてそれらが長期間にわたり放置され，周辺環境に悪影響を及ぼす恐
れがある。宇都宮市の一事例をもっては論拠として不十分であるが，自治体やそれを超える範
囲すべてを見渡すと，空き家の問題は貸家にもあることが指摘できる。また今回，調査関係上
対象とはならなかったアパートや賃貸マンションを含め，賃貸住宅に対する空き家の調査や対
策も進めていく必要がある。
5.おわりに
これまでも空き家に関する研究は都市計画学や建築学の分野を中心に実証的な研究が進んで
きたが，その多くは街区や地区レベルの狭い範囲を対象にしたものにとどまっていた。また，
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2012年ごろから，各自治体が国の支援を受けるなどして自治体内での空き家実態調査が行われ
ているが，内容は網羅的で分析が不十分なものが多かった。本研究は，宇都宮市という地方の
中規模都市を事例に，空き家の全戸調査を通して空き家問題の一端を明らかにすることができ
た。そこで得られた知見は以下の2点である。
まず，空き家の発生要因としては，これまでも論じられているように固定資産税の減額措置
が空き家放置を促している。しかし，空き家の放置は決して固定資産税の問題だけで説明でき
るものではなく，維持費や解体費といった経済的な問題，所有者の高齢化などが複合的に絡み
合った結果であることが改めて分かった。そのため，空き家対策もより柔軟で多様な方策が求
められる。また，空き家問題は地域的な差異も大きいことから，地域の実情にあった対策も必
要である。
次に空き家に占める賃貸住宅の割合が多かったことに加え，そうした空き家は築年数が経過
し，老朽化が目立つものが多かったことが明らかになった。これまでは主に個人が所有する一
戸建て住宅が窓き家の対象とされてきたが.本研究でも明らかになったように，今後は賃貸住
宅の空き家問題についても議論を深めていく必要がある。というのも，相続税対策として賃貸
住宅は未だに大量に供給される状況が続いており，築年数が経過し設備面で劣ったものは競争
力を失って空き家が増える傾向にある(米山.2011; 2012)。特に地方都市や郊外住宅地の立地
条件の悪い場所ではそうした傾向が強いと考えられる。所有者に建て替えや大規模修繕をする
だけの資金的余裕があればよいが， もしそれができなければ家賃を下げて入居者を募るか，空
き家のままにしておくということになる。当然，収入が少なくなるわけだから，管理が不十分
になり老朽化に拍車がかかる。しかも，賃貸住宅，特に集合住宅の場合は，一世帯でも居住し
ている以上除去することは困難となる。そのため持家一戸建て住宅の空き家とは違った問題が
生じる可能性があり，賃貸住宅も視野に入れた空き家研究，対応が求められる。
以上のように空き家の増加は，わが国の人口動態をはじめとした社会・経済が大きく変化し
ているにも関わらず，住宅システムが旧来の形から未だ転換できていない結果として現れた事
象に他ならない。大都市圏では中古住宅流通が活性化しているというが，それは立地条件が良
い，またはそれなりのブランド価値を有した地域の事象にすぎない。特に中心市街地の活力が
低下している地方都市においては，郊外に新たな市街地が形成され，住宅のスクラップ・アン
ド・ピルドは続いている。都市開発が地方都市の経済を支えている側面はあるにしても，人口
減少という長期トレンドの中で地方都市の持続可能性を担保していくためには，中心部の人口
密度を高めスクラップ・アンド・ピルド型の住宅市場から，ストック型の住宅市場に転換させ
ていくことが重要である。
最後になるが，今回利用した「宇都宮市空き家実態調査」は大学に所属する研究者でも個人
情報の関係上，データにアクセスすることは非常に難しい。しかし，本研究で用いた調査を含
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め.宇都宮市以外で実施された空き家実態調査は膨大な経費と労力を費やしている。それが簡
単な集計と分析に終わってしまうのはもったいない。空き家は将来的に国や自治体にとって重
要な課題となっていくことが予想されるだけに，今回利用したようなデータを自治体内だけに
とどめておくのではなく，空き家に精通した研究者と協働して調査・分析できるような環境づ
くりも必要になってくるだろう。
本研究で利用した「宇都宮市空き家実態調査」のデータは，筆者が宇都宮市総合政策部政策審議室うつのみ
や市政研究センタ」在籍時に加工・分析したものを利用し，宇都宮市より公表許可を特別に得たものである。
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注
(1) 手引きでは，空き家を絞り込む方法として，水道栓データ，地域住民からの情報提供，現地調査の3つ
をあげている。空き家の特定方法についても，チェツクシ}トを作成し判断基準にばらつきがないよう
配慮した内容となっている。
(2 ) 居宅とは一戸建て住宅を指す。なお，本調査では共同住宅や庖舗は空き家調査の対象から除外し，ー
戸建てのみを調査対象としている。
(3) 2010年国勢調査によると字都宮市から東京都への通勤・通学者数は3.725人で.15歳以上の全就業者・
通学者に占める割合は1.4%であった。
(4 ) ここでいう中心市街地とは.r宇都宮市の中心市街地活性化基本計画」における 320haの範囲を指して
いる。範聞の詳細については宇都宮市HPを参照されたい。
(5 ) 久保 (2014)によると空き家が増加することによる地域の問題として，ゴミの不法投棄やコミュニティ
の衰退，治安の悪化.倒壊や損壊による人的被害，防災上の不備，地域住民の精神的な負担，税収の低下
などをあげている。
(6 ) 側価値総合研究所の資料による。本資料は国土交通省HP[http;//www.mlit.go.jp/] (2014年10月
28日;検索)に掲載されたものである。
(7 ) 各空き家管理代行サーピス業者のHPによる。例えば，大東建託(株)の管理部円である大東建託建物
管理が行っている空き家管理サーピスでは「外部巡回サーピスJとして4つのサービス(庭木の確認.メ
ンテナンス確認，郵便物の整理，玄関前簡易除草，掃き掃除)が月 5.000円で，空き家内部の巡回(通水
や水漏れの確認.通気・換気のザーピスが付加される)を含めると月 10.000円となっている。他のHP
をみても，同様のサーピスで月 10.000円前後であった。なお，本内容は2014年10月28日時点のもの
である。
(8 ) 敷地面積が200m2以上であっても，家屋が建っていれば固定資産税評価額が3分のlに減額される。
(9 ) 空き家実態調査では，賃貸などの空き家は所有者が重複している場合が多い。アンケート調査の結果
では，回答者914人のうち，宇都宮市居住者が597人 (65.3%).宇都宮市隣接自治体が49人 (5.4%)
などであった。いずれにしても字都宮市居住者が圧倒的に多い結果となった。
(10) 空き家の腐朽破損状況と年齢のクロス集計では.C. D判定の割合が39歳未満で20.0%.40-49歳で
29.5%. 50-59歳で27.8%.60-69歳で26.4%.70歳以上で35.9%であった。また，空き家の腐朽破損
状況と年齢のクロス集計では，アルバイト・パートで25.0%.会社員で18.1%.公務員で25.0%.自営
業で31.4%.無職で33.2%であった。
(11) r居住していた親族が転居した」が37.9%.rたまにしか利用しないため」が33.3%.r売りに出してい
るが買い手がつかない」が30.7%などとなっている。
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Generative Processes of Vacant Housing: 
The Resu1ts from a Survey of Utsunomiya City 
NISHIY AMA Hiroyasu 
This study clarified the generative processes of vacant housing in Utsunomiya City by 
analyzing the "Vacant Housing Survey" that was conducted by the city's government. 
Although there have been several empirical studies on vacant housing， most of them have dealt 
with limited， small districts within a region. However. this study， however， deals with the entire 
area of a city with iive-hundred thousand inhabitants; we analyzed data from a detailed survey 
on vacant housing in Utsunomiya City. 
The ratio of vacant housing in Utsunomiya City is almost the same as for the entirety of 
J apan， and a large part of these vacancies are found within areas with a high ratio of private 
rental housing. Vacant housing is concentrated in the Densely Inhabited District (DID) of the 
city， where the urbanization process began. On the other hand， they are rarely found in large-
sized housing estates that were developed after the 1970s. In general， vacant housing 
generates external diseconomies in the residential environment of the area; therefore， its 
increase is regarded as a sξrious problem to be soIved immediately. In Utsunomiya City， 
however， there are a Iimited number of abandoned. dilapidated， or decayed buildings. They 
rarely negatively affect the residential environment of their neighborhoods. 
Vacant housing has increased overtime due to a combination of the following reasons: (1) 
taxation systems in which tax reduction and exemption measures regarding housing lots 
encourage homeowners to keep residential buildings， even when they are dilapidated; (2) 
economic factors， including fees to maintain or demolish buildings that can be unbearable 
burdens for their owners; and (3) aging factors， such as the aging of the original householders 
and moving out of their adult 0宜'spring.In addition， there were a number of vacant homes that 
seemed to be privately rented out in the city. They were supposedly owned by Iocal farmers 
whose tenants left long ago due to仕lebuildings' deterioration， but the owners kept them for 
tax-exemption purposes. These buildings rarely receive adequate pair and maintenance， and 
they become dilapidated. In addition， when the private rental housing market shrinks， vacant 
rental houses are thought to increase. We should discuss problems with vacant housing in a 
wider perspective， one dealing with not only privately owned， detached houses， but also rental 
apartments 
Keywords: Utsunomiya City， vacant housing， survey of vacant housing， owners. rental houses. 
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